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今後の噛科保健医♯と甘科医師の暮井向上等に関する檎村会について  

1背景及び趣旨   

歯科保健医療の分野においては、う蝕の減少・軽症化や歯周疾患の増加といった疾病構造の  

変化や患者ニーズの多様化に伴い、これまでの治療中JL、の歯科医療から、8020運動に象徴され  

るような疾病予防・健康増進を目指した歯科保健医療にシフトしつつある。国民に対してライフステ  

ージに沿った一貫性のある適切な歯科保健医療サービスを提供するためには、今後の歯科保健  

医療の座標軸を明確にすることが極めて重要な課題となっている。   

一方、医療技術の進歩や治療内容の高度化・複雑化を背景に、医療提供の在り方が変化して  

きており、新たな時代の要請に応じた、患者本位の医療供給体制を確立し、国民の医療に対する  

安心と信頼を確保することが、我が国の医療政策における喫緊の課題となっている。歯科医療分  

野においても、平成18年4月より歯科医師の臨床研修が必修化されることとなっている  

が、歯科医師の更なる資質向上においては、歯科医師臨床研修と連動した生涯を通じた研  

修の枠組みを構築する必要がある。   

このような背景のもと、本検討会は、歯科医療を取り巻く社会情勢の変化等（歯科診療形態  

の変化・これまでの歯科医師需給対策・女性歯科医師の増加・歯科医療技術の高度化など）を踏  

まえ、今後の歯科保健医療の在り方を検討するとともに、併せて歯科医師の資質向上の方策、生  

涯研修の在り方、新たな歯科医療需要を踏まえた歯科医師数の将来予測等について幅広い検討  

を目的に開催するものである。  

2．検討内容（案）  

○ 今後の歯科保健医療の在り方について  

○ 歯科医師の資質向上等に関する方策について  

○ 新たな歯科医療需要を踏まえた歯科医師数の将来予測について  

○ 生涯研修の在り方について  

○ その他  

乱今後の日程  

平成17年12月12日（月）第1回検討会開催  

平成18年2月中旬  第2回検討会開催予定  

以降、検討状況を踏まえ、随時開催（合計で5～6回）  

平成18年上半期を目途に取りまとめ予定   



主な甘科保♯施策の推移  

昭和36年：3歳児歯科健康診査開始  

49年：歯科保健問題懇談会報告書提出  

52年：1歳6か月児歯科健康診査開始  

55年：第1回全国歯科保健大会開始（以後、毎年実施）  

58年：老人歯科保健調査事業開始（昭和61年まで実施）  

59年：将来の歯科医師需給に関する検討委員会中間意見  

62年：老人保健事業の健康教育、健康相談の重点項目に「歯科」が入る  

63年：在宅寝たきり老人歯科保健推進モデル事業開始  

歯科衛生士法一部改正 → 歯科衛生士業務に歯科保健指導を追加  

2年：保健所における歯科保健業務指針作成  

3年：成人歯科保健対策推進事業開始  

歯の衛生週間の重点目標が「8020運動の推進」となる  

寝たきり老人等に対する訪問口腔衛生指導開始  

歯周疾患予防モデル事業開始  

5年：8020運動推進支援事業開始  

在宅心身障害（児）者歯科保健推進事業開始  

6年：歯科技工法が歯科技工士法と改称（歯科技工士法一部改正）  

WHO世界口腔保健年にちなみ世界口腔保健学術大会開催  

保健所法全面改正 → 地域保健法制定  

老人保健事業における総合健康診査の検査項目に歯周疾患検診が導入  

標模診療科名に「歯科口腔外科」が追加  

母子歯科健康診査および歯科保健指導に関する実施要領  

口腔保健と全身的な健康状態の関係についての研究開始  

都道府県及び市町村における歯科保健業務指針  

歯科保健推進事業（メニュー事業）開始  

12年：8020運動推進特別事業開始  

老人保健事業における歯周疾患検診を独立した検診として実施  

14年：フツ化物洗ロガイドライン作成  

15年：健康増進事業実施者歯科保健支援モデル事業開始   



生涯を通じた歯科保健対策の概要  

事業所歯科健康診査  

就学時歯科健康診断・  

定期歯科健康診断・  

歯の保健指導  

（学校保健法）  

成人歯科保健事業  

健康増進事業実施者歯科保鹿支援モデル事業  

かかりつけ歯科医機能支援事業  

8020運動堆進特別事業  

障害者等歯科保健サービス基盤整備事業   
国の補助事業  



歯科医師・歯科衛生士の資質向上に 
匝］  

関する取組について  

平成10年「歯科医師の需給に関する検討会」報告書  

歯科医師  
歯科医師の資質向上に  

関する提言  
「医療提供体制の改革のビジョン（平成15年）」  

【取組】  

歯科衛生士  
平成10年「歯科医師の需給に関する検討会」報告書  歯科衛生士の資質  

向上に関する提言  
平成‖年「歯科衛生士の資質向上に関する検討会」意見書  

【取組】  
7年4月1日施行   



歯科医師の資質向上等に関するこれまでの取り組みについて（概要）  

【提言とモれに対する取り組み】  

「歯科医師の需給に関する検討会報告書（平成10年）」における提言  

見  対  策  等  

1）歯科医師の資質向上  

① 歯科医師臨床研修必修化について検討  ① 平成12年11月第150回臨時国会において、「医療法の一部を改正する法律」成立   

歯科医師臨床研修必修化：平抑／β慮庁  

② 平成14年9月に「歯科医師国家試験の技術能力評価等に関する検討会」を立ち上げ、平成16年   

1月に報告書取りまとめ  

③ 平成12年8月「歯科医師国家試験制度改善委員会報告書」取りまとめ〝〃イー討昇順鋸   

平成16年3月「歯科医師国家試験制度改善委員会報告書」取りまとめ仰7β卿  

④ 平成15年6月「歯科医師資質向上検討会」を立ち上げ、平成15年12月に報告書取りまとめ座   

の榊tら薪たを合否基準を摩スノ  

② 歯科医師国家試験において、技能評価を行う実技   

試験を新たに導入  

③ 歯科医師国家試験における出題内容や出題形式   

についての検討  

（彰 歯科医師国家試験における合格基準の見直しや   

多受験回数者の制限等についての検討  

2）歯科医師数の適正化   

（∋ 入学定員の削減と歯科医師国家試験の見直し  ① 平成10年7月厚生省健康政策局長から文部省高等教育局長に対し、歯科大学の入学定員の削減   

に関し、威力男評   

② 保険医の定年制  



「医療提供体制の改革のピジョン（平成15年）」における当面の取り組み  

対  策  等  見  

① 平成16年3月に「歯科医師臨床研修必修化に向けた体制整備に関する検討会」報告書を取  

りまとめ、同年8月に「医道審議会歯科医師分科会歯科医師臨床研修部会」に本報告書を諮り、9   

月に意見書を取りまとめ。⇒ 平成／糊  

② 平成／7年傍ガ劇歯科医師国家試験からプール制を導入。  

① 歯科医師の臨床研修については、平成18年4月か   

らの必修化に向けて、具体的な検討を進め、平成15   

年度末に取りまとめる。  

② 歯科医師国家試験の質の向上を図るため、平成17   

年の試験からプール制に移行する。  

③ 歯科医師国家試験については、出題内容や出題形式   

等の改善策を講ずる。  

④ 歯科医師の資質向上の観点から、歯科医師国家試験   

の合格基準見直しを行うとともに、技術能力評価試   

験の在り方を検討する。  

③ 平成16年3月「歯科医師国家試験制度改善委員会報告書」取りまとめ「〟／β尿路側  

④ 平成15年6月から「歯科医師資質向上検討会」を開催し、歯科医師国家試験の新たな合格   

基準の見直しを行い、平成15年12月12日に報告書を取りまとめ。   

⇒ その結果を踏まえ、輝合否   

墨筆艶   

平成14年9月から「歯科医師国家試験の技術能力評価等に関する検討会」を開催し、歯科   

医師国家試験の技術能力評価試験（実技試験）の在り方について検討を行い、平成16年1   

月に報告書取りまとめ。   

⇒ その結果を踏まえ、国家試験としての客観性を担保するため、現行の厚生労働科学研究  

を継続するとともに、関係団体等との調整を行い、技術能力試験が実施できる環境を整  

備していく予定。   

⑤ 歯科医師については、需給調整を図る観点から、引   

き続き、文部科学省の協力を得て、大学歯学部等の   

入学定員の削減等を実施する。  



歯科衛生士の資質向上等に関するこれまでの取り組みについて（概要）  

O「歯科衛生士の資質向上に関する検討会」意見書（平成11年9月）  

【概要】   

1．今後、業務に従事している歯科衛生士に求められる資質等  

包括的な知識と技術の修得によるコミュニケーション能力  

専門的な内容を基にした歯科保健指導に対応できる知識の修得  

介護技術や社会福祉等に関する知識等の修得  

地域保健活動への認識と素養  

2．歯科衛生士の養成を行う上で今後望まれる対応  
り 歯科衛生士養成施設の教育内容の見直し  

2）修業年限の延長  

3）歯科衛生士教育に従事する教員の資質向上  
○ これまでの対応について  

・平成16年9月13日「歯科衛生士学校養成所指定規則の一部を改正する省令（文部科学省・厚生労働省令第5条）」を公布し、平成17年4月1日をもっ   

て施行（経過措置期間5年）したところ。  

【改正の趣旨】   

高齢化の進展、医療の高度化・専門化等の環境の変化に伴い、引き続き歯科衛生士の資質の向上を図る必要があることにかんがみ、歯科衛生士の養  

成課程について、修業年限の延長（2年以上→3年以上）、教育内容の弾力化や履修に負担軽減、適正な専任教員の確保等の観点から、修業年限、教育  

課程、専任教員に数その他の指定基準を改正するもの。  

【改正の内容】  

1）修業年限の延長（2年以上→3年以上）   

2）教育内容の改正   

（1）教育内容を「基礎分野」、「専門基礎分野」、「専門分野」、「選択必修分野」とすること。   

（2）単位制の導入（単位数による規定とし、総単位数は93単位とする）   

（3）教育内容による規定（教育内容を科目で規定せずに教育内容で示すとする）   

（4）教育内容の弾力化   

（5）履修科目の免除   

3）専任教員の数   



■ 新歯科医師臨床研修制度（平成18年度より必修化）  

研修目標  

患者中心の全人的医療を理解し、歯科医師としての人格を洒養すること  

総合的な歯科診療能力を身につけ、臨床研修を生涯研修の第一歩とすること  

研修期間  

1年以上（原則1年間）  

対象  

診療に従事しようとする歯科医師  

平成18年4月1日以降に歯科医師免許申請を行い、免許を取得した者  

実施機関  

大学病院（歯科医業を行う病院のみ）  

臨床研修施設（指定を受けた病院、診療所）  

研修協力施設（研修プログラムに登録された病院、診療所、保健所、社会福祉施設、介護  

老人保健施設、へき地・離島診療所等）  

臨床研修施設の種別  

単独型臨床研修施設（常勤歯科医師3名．以上の病院・診療所）  

管理型臨床研修施設（常勤歯科医師2名以上の病院・診療所）  

協力型臨床研修施設（常勤歯科医師2名．以上の病院・診療所）  

管理型＋協力型：臨床研修施設群  

実施方法  

研修プログラムに基づいて実施（研修プログラムも審査を行う。）  

研修歯科医の処遇  

労働基準法を遵守  

修了の認定  
単独型・管理型臨床研修施設の管理者が認定  

修了後の手続  

歯科医籍に臨床研修修了歯科医師として登録  

臨床研修を修了していない歯科医師  

病院等の開設者・管理者になれない   




